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本稿のポイント

⚫ 執筆時点（2023年10月27日）において、2024年11月の米国大統領選挙は「バイデン氏対トランプ氏」の構図となる

公算が大きいが、両氏の支持率は拮抗しており、勝敗の予想は困難。

⚫ 選挙結果により米国の外政と内政は大きく左右される。外政においては、バイデン氏再選の場合は西側諸国との連

携に基づく対中ロ政策の継続が予想される一方、トランプ氏再選の場合は自国第一主義に基づく一方的なウクライ

ナ支援縮小や対中規制強化に伴い、国際秩序の不安定化が想定される。

⚫ 内政においては、バイデン氏再選の場合は労働者や環境保護を重視した既存政策が継続・拡大される一方、トラン

プ氏再選の場合はこれらの政策が転換され、事業環境が大幅に変化することが考えられる。

⚫ 日本企業には選挙戦動向の把握に加えて、選挙結果に伴う米国内政および国際情勢の変化や、それらを踏まえた

事業影響と事業戦略の検討、選挙後におけるロビイング活動の強化など能動的に対応することが求められる。
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2024年11月5日に投票日を迎える米国の大統領選挙まで約1年となりました。この選挙の結果は、米国国内のみならず

世界全体にも大きな影響を与えることは必至です。2016年大統領選挙におけるドナルド・トランプ氏の勝利が米国内外

に与えた衝撃の大きさはいまだ記憶に新しいでしょう。

2024年11月に向けて選挙戦は過熱しています。本稿では共和党予備選挙や本選挙の動向を解説した上で、選挙結果

が米国の外政と内政に与える影響について考察します。また、本選挙が「バイデン氏対トランプ氏」の構図となる公算が

大きいことから、それぞれが勝利した場合の政策動向とそれに伴う企業影響・対応を分析します。

選挙戦の動向

米国大統領選挙は、共和党と民主党が大統領候補者を選定する予備選挙と、予備選を勝ち抜いて党公認となった共

和・民主の両候補者が一騎打ちで争う本選挙の2段階に分かれます。また、同時に連邦議会選挙も実施されます。以下

では、主な選挙日程を念頭に、それぞれの選挙戦の仕組みと動向を見ていきます（図表1参照）。

大統領予備選挙

共和党の予備選挙には、前大統領のトランプ氏の他、フロリダ州知事のロン・デサンティス氏、元副大統領のマイク・ペン

ス氏、元国連大使のニッキー・ヘイリー氏など計14人の候補者が出馬しています。これまで討論会が2回開催され、11月

には3回目が予定されています。

共和党支持者を対象とした世論調査では、トランプ氏が2位のデサンティス氏に40ポイント以上の差をつけ、1位を独走し

ています。選挙戦当初は両氏の接戦でしたが、デサンティス陣営の失策などを背景に、トランプ氏のリードが圧倒的なも

のとなっています（図表2参照）。トランプ氏が大統領候補者に選ばれるというのが大方の見方で、トランプ氏も本選挙を

見据えて討論会にはいまだ参加していません。
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予備選挙の日程として注目すべきは、最初の選挙である2024年1月15日のアイオワ党員集会と、それに続く1月23日

（暫定）のニューハンプシャー予備選挙、2月8日のネバダ党員集会、2月24日のサウスカロライナ予備選挙です。これら4

州でトランプ氏が苦戦したり、明確な対抗馬が現れたりしない限り、トランプ氏の勝利はほぼ確実と思われます。対抗馬

が現れた場合、3月5日に15州で投票が行われるスーパーチューズデーが控えており、ここでの勝者が最終的に共和党

の大統領候補者になる可能性が高いと言われています。

民主党も予備選挙を行います。支持率が4割前半と低水準を推移するバイデン氏に対抗し、マリアン・ウィリアムソン氏

が出馬していますが、民主党はバイデン氏再選に向けて団結しています。不測の事態がない限り、バイデン氏が候補者

に選ばれる見通しです。

図表1：2024年米国選挙の主な日程

図表2：共和党大統領予備選挙の支持率
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大統領本選挙

「バイデン氏対トランプ氏」となった場合、現時点では両者の支持率は拮抗しており、どちらが勝利するか見通せない状

況です（図表3参照）。

米国大統領選挙は、有権者が各州の選挙で各党の選挙人を選び、その選挙人が大統領を選ぶ間接選挙の形をとって

います。選挙人の数は州ごとに異なり、メインとネブラスカを除く48州にて過半数を占める候補者が選挙人を総取りしま

す。総得票数が多い候補ではなく、538人いる選挙人の過半数である270人以上を獲得した候補者が当選する仕組みで

す。

米国50州の中でも、選挙のたびに2大政党のどちらかが勝利するか揺れ動く激戦州は、歴史的に10州前後と言われて

います。2024年の選挙では、特にアリゾナ、ジョージア、ペンシルバニア、ネバダ、ウィスコンシンの5州が勝敗を左右す

ると専門家は見ています
1
。これらの多くは、2016年の選挙でトランプ氏が勝利し、2020年の選挙でバイデン氏が取り返

した州であり、2024年の選挙でも勝敗を左右するでしょう。

本選挙の優勢を追う上で特に注視すべき要因として、以下の4つが挙げられます。

1つ目が経済です。世論調査は有権者の最大関心事は経済だと示しており、インフレや実質賃金など経済指標の改善が

バイデン氏再選の鍵を握っています
2
。特に、経済運営をめぐる支持率が4割を下回るバイデン氏は、中間層や労働者を

支援する自らの経済政策「バイデノミクス」の成果を訴えており、これが支持を集められるかが勝敗の重要な分かれ目と

なるでしょう
3
。

2つ目が、2020年選挙への介入などをめぐるトランプ氏への4つの起訴の行方です。トランプ氏に有罪判決が下されたと

しても大統領選挙への出馬は合法であり、共和党内のトランプ支持基盤は揺るがないでしょうが、その一方で無党派層

の票が民主党に流れる可能性が指摘されています
4
。また、初公判の日程がスーパーチューズデーなど選挙日程と重

なっており、トランプ陣営の選挙戦に支障が生じることも考えられます（図表1参照）。

3つ目が第3党候補者の出馬です。バイデン氏、トランプ氏ともに不支持率が支持率を上回っており、有権者の半数近く

が第3党候補者への投票を検討するという世論調査もあります
5
。歴史上、第3党に投票する有権者はごく一部ですが、

既に出馬表明している民主党のロバート・Ｆ・ケネディ氏や革新派のコーネル・ウェスト氏が数パーセントでも民主党票を

奪えば、情勢がトランプ氏有利となる可能性があります。

図表3：バイデン氏とトランプ氏の支持率
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4つ目がオクトーバーサプライズです。米国選挙では、投票1カ月前の10月に選挙戦に大きな影響を与えるサプライズ

（出来事）が起こることがあります。2016年の大統領選挙では、米連邦捜査局（FBI）長官がヒラリー・クリントン候補の国

務長官時代の私用メール問題の再調査を発表し、それがトランプ氏とクリントン氏の支持率逆転の一因となったと言わ

れています
6
。2024年でも同様なことが起こりかねず、選挙結果はふたを開けるまで分からないでしょう。

連邦議会選挙

大統領選挙に注目が集まる一方、連邦議会の選挙も非常に重要です。大統領府と連邦議会の党派が異なるねじれ状態

では法案成立が非常に困難となるため、各党が大統領府、上院、下院の3つ全てを手中に収められるかが政権の成否

を分けるといっても過言ではありません。現在、民主党と共和党の議席数は上院が51対49、下院が212対222と拮抗し

ており、両院ともに数議席の勝敗で多数派が決まります。

上院では、100議席中3分の1にあたる34議席が改選されます。米国の世論調査や選挙戦の専門サイト「270toWin」によ

ると、民主党は47議席、共和党は50議席（非改選を含める）を確保する見通しで、残りの3議席（アリゾナ、モンタナ、オハ

イオ）は五分五分の状況です
7
。民主党が多数派となるためにはこれら3議席全てを取る必要があり、厳しい状況と言え

ます
8
。獲得できた場合も、50対50の同数で、副大統領が決定票を投じる状況のため、法案可決には全ての民主党議員

の賛成票が必要となります。民主党の穏健派議員の票が重要法案の運命を左右することとなり、議会運営は困難となる

でしょう。

下院では435議席全てが改選されます。270toWinによれば、多くの専門家は民主党が202議席、共和党が205議席を獲

得する可能性が高く、残りの28議席を激戦区と見ています
9
。いずれの党であっても僅差で多数派となった場合、各党の

右派や左派の議員が政府予算や重要法案の可決を妨害することが容易となり、議会が機能不全に陥る恐れがあります。

現在の下院は僅差での共和党多数派で、予算案に反対した右翼強硬派によりケビン・マッカーシー議長が解任されるな

ど混乱状態にあり、同様なことが再発する懸念があります。

選挙結果による外政内政への影響

バイデン氏とトランプ氏のそれぞれが当選した場合、米国の外政・内政にどのような影響があるのでしょうか。以下では、

専門家の見立てを紹介します。なお、現時点で両政権の顔ぶれなどは未定で、議会多数派の構成や就任時の経済状況

などが政権運営を大きく左右するため、あくまでも大局的な予想であることには留意が必要です（図表4参照）。

図表4：米国大統領選挙の外政および内政への影響
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外政における主な影響

大方の見立てとして、バイデン氏が当選すれば同盟国との連携を重視して対中ロ政策などが継続する一方、トランプ氏

が当選すれば米国第一主義という方針に基づく政策への転換が図られ、米国の指導力や西側諸国の団結に基づいた

国際秩序がさらに揺らぐ可能性があります。

対中政策

対中政策をめぐっては、米国内に党派を超えて対中強硬論が存在しており、選挙結果に関わらず、台湾や南シナ海問題

などをめぐる軍事関与の拡大や、半導体輸出規制や対中投資規制などをめぐる対中デカップリングの進展が見込まれ

ます。

ただし、トランプ氏が再選した場合、日本など同盟国との十分な連携を行わずに単独で対中強硬策が進められる恐れが

あり、注意が必要でしょう。バイデン政権は対中デカップリング措置を実行するにあたり、同盟国の企業の利害を考慮し、

事前の調整や連携の確保に注力してきました。一方のトランプ氏の場合、前政権時の中国排除措置のように、予想外の

形で政策を実行に移し、事後的に日本などの同盟国に協力を要請する可能性も否定できません。日系企業の間でも、半

導体分野などでデカップリングの影響が出ており、それが拡大することが考えられます（詳しくは「米中デカップリングに

企業はどう備えるべきか」を参照）。

ただ、トランプ氏再選の場合も中国との軍事衝突を避けたいとの米国政府の姿勢に変化はないと考えられます。台湾問

題をめぐっては、特に共和党内において、米国の台湾防衛のコミットメントを曖昧なもの（戦略的曖昧性）から明確なもの

（戦略的明確性）に変更する政策議論や、台湾の事実上の駐米大使館である「台北駐米経済文化代表処（TECRO）」の

名称を「台湾代表処」に変更する法案審議などの動きがあります。しかしいずれも中国の強い反発を招き、衝突リスクを

高める恐れがあるため、トランプ氏再選の場合もこうした措置は避けられるでしょう。

トランプ氏再選に対する中国の反応ですが、2016年にトランプ氏が当選した際、習近平政権は彼の同盟関係を軽視する

トランザクション的な外交政策に付け込み、関係構築を図ろうとしました。しかし、彼を取り巻く対中強硬派の政策決定な

どに阻まれ、米中関係は悪化しました。その教訓から、習近平政権はトランプ氏再選の場合も、米国が中国を抑え込もう

としているとの認識を変えず、台湾などの外交問題で強硬姿勢を継続するほか、自国産業優遇や外資規制強化など保

護主義的な経済政策を加速させるのではと見られています。また、トランプ政権の自国第一主義で米国と同盟国の関係

が停滞するのを尻目に、習近平政権が欧州や日本に接近し、仲たがいを図る可能性も指摘されています
10
。

ウクライナ紛争

選挙結果は米国のウクライナ軍事支援にも影響を与えるでしょう。バイデン氏が当選の場合、米国が西側諸国を率いて

支援を継続することが予想されますが、トランプ氏や共和党の一部は軍事支援の継続に否定的な姿勢を示しています。

実際、欧州の政府関係者や専門家の間では、トランプ氏再選に伴う米国のウクライナ支援縮小を懸念する声や、ロシア

のプーチン政権がトランプ氏勝利を見越してウクライナ紛争を長期戦に持ち込もうとしているという見方も出ています
11
。

一方のウクライナは米国の内政を理解した上で、今のうちにバイデン政権や西欧諸国から長期的軍事支援の確約を得

ようとしています。

加えて、再選したトランプ氏はNATO加盟国の防衛費増加の要請のみならず、欧州の安全保障に対する米国のコミットメ

ント自体に疑問を呈し、欧州全体の地政学的環境が不安定化する可能性が指摘されています
11
。ただし、現時点で米国

議会にはウクライナ・NATO支持者が党派を超えて存在しており、それが保たれる限り、トランプ氏による大幅な政策転

換が抑えられるでしょう。

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/geopolitical-risk-column/vol3.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/geopolitical-risk-column/vol3.html
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通商政策

通商政策に関しては、米国内に反グローバル化の声が支持政党を問わず存在しており、選挙結果に関わらず保護主義

的な政策が継続・拡大することが予想されます。

バイデン大統領はトランプ政権時代の米中貿易戦争を批判して当選したものの、民主党の支持基盤である労働組合に

おける反自由貿易や、超党派で根強い対中強硬派の意見を背景に、対中追加関税をいまだ継続し、環太平洋パート

ナーシップ（TPP）への復帰も見送っています。インド太平洋経済枠組み（IPEF）などの新たなイニシアチブを立ち上げて

はいるものの、関税撤廃など貿易自由化を交渉材料から外しており、参加国や産業界から批判を受けている状態です。

こうした保護主義的な姿勢はバイデン政権2期目でも継続すると思われます。現在見直し作業が進む対中追加関税に関

しては、撤廃対象が戦略的に重要でない分野に限定される可能性があります。CHIPSおよび科学法（CHIPSプラス法）

やインフレ抑制法（IRA）などの産業政策に見られる自国優遇策などは継続され、他国との貿易摩擦の火種として残るで

しょう（詳しくは「自国第一主義がもたらすグローバル産業政策競争」を参照）。

トランプ氏再選の場合、保護主義がさらに拡大し、貿易戦争が再加熱する恐れがあります。実際、トランプ氏は選挙公約

として「全ての国からの輸入に10％の追加関税を課す」と述べています
12
。前政権時代に米国通商代表部（USTR）代表

を務め、トランプ再選時の政権入りが有力視されるロバート・ライトハイザー氏は、再選後に対中関税を引き上げると公

言しています
13
。トランプ政権時代の米中貿易戦争で供給網見直しなどを迫られた日本企業は多く存在し、同様の事業

影響が顕在化する恐れがあります。

また、トランプ氏がIPEFなどバイデン政権の目玉政策を覆す可能性も否定できません。日本などアジアの国々を含む

IPEFでは、重要物資の供給網強靭化に向けた協力や調達途絶時の緊急対応などが合意されており、関連産業の参画

が予想されますが、トランプ政権が合意内容実施に消極的な姿勢を見せるなど、懸念材料が存在します。

内政における主な影響

内政面では、バイデン氏再選の場合、環境保護や労働者を重視した既存政策の継続・拡大が予想される一方、トランプ

氏再選の場合、これらの政策が大幅に転換され、事業環境が一変する可能性があります。

気候変動

気候変動対策をめぐっては、バイデン氏と民主党が環境規制強化などに積極的なのに対して、トランプ氏と共和党は懐

疑的な姿勢を示しています。

バイデン政権はトランプ政権が離脱したパリ合意への復帰に加えて、自動車排ガス規制の強化や気候変動対策に

3,690億米ドルの予算を投じるIRAの成立など、多くの施策を講じてきました。バイデン氏が再選し、民主党が連邦議会

の多数派を獲得した場合、追加法案の成立などが予想されます。

トランプ氏再選の場合、少なからず行政権で行える範囲にて環境規制を緩和する公算が大きいでしょう。前回の当選時、

トランプ氏は環境保護庁長官に気候変動対策反対派を起用し、発電所の排出基準などを定めたクリーン・パワー・プラン

など、100以上の環境規則を緩和、または廃止としました
14
。これらの措置はバイデン政権就任時に再開されているもの

の、トランプ氏再選となれば前回と同様に大幅な規制緩和が行われる可能性があります。

連邦議会の承認が必要となる予算を伴う気候変動対策に関しては、どちらの党が多数派を獲得するかでその運命が左

右されます。共和党が多数派となれば、IRAなど大型法制の弱体化に向けた動きが顕在化する恐れがあります。その場

合も、IRA成立後に発表されたクリーンエネルギー関連事業210件のうち、123件が共和党寄りの選挙区で発表され雇用

創出につながっているため、容易に補助金削減などは行えない状況にあることが指摘されています
15
。

バイデン政権の環境政策を受けて、日本企業は電気自動車（EV）やクリーンエネルギーなどの分野で対米投資を拡大し

ています。選挙に伴う政策転換の可能性を加味した事業判断が今後求められるでしょう。

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/geopolitical-risk-column/vol10.html


2023年10月30日

7

徹底解説
2024年米国大統領選挙

税制

税制面では、トランプ政権時代に成立した減税雇用法（TCJA）に含まれる減税措置の多くが2025年で失効します。どち

らの党が大統領府と議会を獲得するかで、税制が大幅に変わりうる状況です
16
。

2017月12月に成立し、2018年1月から施行されたTCJAは、米国の債務を10年間で約1.5兆米ドル追加するほどの大型

減税措置です。最高法人税率の35%から21%への引き下げを代表とする法人税改革や、法定税率の引き下げおよび人

的控除の撤廃、標準控除ならびに児童税額控除の大幅な拡大など個人所得税改革を含んでいます。

これら減税措置のうち、個人所得税に関する措置は全て2025年で期限を迎えるため、延長されなければ家計の税負担

が上昇し、民間消費の落ち込みが懸念されます。一方、法人税に関する措置の多くは恒久的なものですが、研究・設備

投資の税額控除など一部は期限付きであり、これらが失効すれば企業投資に影響が出るでしょう。

共和党が大統領府と議会を手中に収めた場合、全面的に既存措置は延長される見込みで、政治状況によっては支持基

盤である大企業や高所得者に向けて追加減税措置を検討する可能性もあります。ただし、米国議会予算局（CBO）は

TCJAに含まれる個人所得税削減の10年間延長に約3.5兆米ドルかかると試算しており、共和党内の財政規律派から慎

重論が出ることも考えられます
17
。

民主党が勝利した場合、全所得層に対する減税措置廃止は有権者や共和党から増税批判を招くため、支持基盤である

中間層への措置延長を行う公算が大きいでしょう。加えて、中小企業を対象とした法人税改革が検討される可能性もあ

ります。

いずれにしろ、大統領府、上院、下院の全てを1党が握らない限り、減税継続法案の成立は難しい状況です。ねじれ状態

となった場合、両党間で合意がされず、期限付きの減税措置がみな廃止される恐れも少なからずあります。

産業政策

産業政策においては、米国の製造業振興や供給網強化に関する超党派の支持を背景に、いずれの党が勝利した場合

でも、CHIPSプラス法やインフラ投資雇用法など既存措置の継続的施行が予想できます（詳しくは「自国第一主義がもた

らすグローバル産業政策競争」を参照）。

一方で焦点は、半導体など既存の対象領域やバイオ分野など新領域における追加措置の実施に移るでしょう。半導体

分野では、既にCHIPSプラス法が成立し、半導体工場誘致や研究開発などに520億米ドルの公的投資が行われている

ものの、米国の自給自足や技術優位性の確保には追加支援が必要との指摘もあり、産業界から支援要請が出るとの見

方もあります
18
。また、医薬品などバイオ分野においては大型法案が未成立で、産業界は供給網国内化などに向けた支

援策を要請しています
19
。

ただし、共和党内には財政規律を訴える議員もおり、新規の産業政策法案に難色を示す可能性もあります。また、共和

党の一部はCHIPSおよび科学法に含まれる児童ケア支援や労働組合保護など民主党寄りの施策を批判しており、共和

党が勝利した場合、こうした措置が見直される可能性もあります
20
。

CHIPSプラス法による半導体工場誘致に伴う日本製の製造装置・素材への需要拡大など、米国の産業政策は日系企

業に事業機会をもたらしています。日本企業は、こうした機会が選挙後も継続するのかを見越した上で米国事業を展開

する必要があるでしょう。

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/geopolitical-risk-column/vol10.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/geopolitical-risk-column/vol10.html
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日本企業における対応

このように、米国選挙の結果は大きな影響を及ぼします。米国の対中デカップリング政策や米中貿易戦争の再発、気候

変動対策や減税措置の見直しなど、いずれも米国内外で事業展開する日本企業に影響を及ぼすでしょう。

日系企業においては、選挙動向の把握のみならず、選挙に伴う政策転換や事業影響の分析、左記を踏まえた事業戦略

の策定など能動的な対応が求められます。例えば、気候変動や米中関税など選挙結果で大幅な政策変更が予想される

分野については、既存の事業投資計画や供給網戦略に見直しが必要かどうかなど、事前に検討を行うことが推奨されま

す。

加えて、新政権下における政策変更に産業界の意見が反映されるようロビイング活動を強化することも重要です。半導

体関連企業であれば、日本政府や産業団体と連携し、対中デカップリングや半導体工場誘致などに関して米国政府に

働きかけることが考えられます。自動車メーカーにおいては、排ガス規制やEV推進措置の継続・拡大をめぐり産業界とし

て意見表明することもできるでしょう。
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